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激化と交渉内容の複雑化で、世界大での自由化努力が成果を挙げられず、欧米を中心に自前の自由貿易ネットワークの構築を目指す動きが一九九〇年代から顕在化していた。欧米は、ＮＡＦＴＡやＥＵの発足といった、域内での自由化促進努力だけでなく 域外と 自由化もＦＴＡ締結によって推進する姿勢を二〇〇〇年代に入ってから鮮明にしてきた。アジアでもＦＴＡ活用が活発化した。貿易依存度が極めて高いシンガポールが二一世紀の到来とともにいち早くＦＴＡの活用によって自前の自由貿易ネットワーク構築に乗り出したのをはじめ、ＡＳＥ Ｎおよび
その会員国が域外とのＦＴＡ締結を積極化させた。そうしたなか、韓国も二一世紀に入ると もに対外経済政策の基調をそれまでのＷＴＯ重視からＦＴＡ重視へ切り替えた。　
韓国では金大中政権下の一九九



























































の言動をみ と、ＦＴＡ ともなう国内被害への補償を重視する姿勢を堅持してきたこ がわかる。　
韓国がいわば「ＦＴＡ国家」と
なること 決定づけた韓米ＦＴＡの政府間交渉が大詰めを迎え 二
〇〇七年二月一二日、ハーバード大学での講演で彼女は、同ＦＴＡに関して「 （韓米）両国のどちらか一方で取り返しのつかない損害を被る国民がいてはならない。アメリカが考える産業的な側面だけをもって韓国農業、とくにコメ市場の開放を要求するならば、韓国民の同意を得るの 相当難し ならざるを得ない」という慎重な見方を明らかにしてい （朝鮮日報二〇〇七年三月一三日付） 。　
ただ、ＦＴＡを通じた市場開放























なる。所得は、1970 年までは GNP、それ以後はGNI を使用。
（出所）韓国銀行経済統計システム（http://ecos.bok.or.kr）所載データより筆者作成。
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氏の対外経済政策、特にＦＴＡに関する考え方の特徴は、ＦＴＡに対して前向きではあるが それによって被害を受ける人々に向けた国内対策を重視するという点でブレがない。ただ、現在も形を変えながらロードマップ上に載っている中小企業や雇用拡大支援策いった経済民主化関連の課題と、大企業などが主たる受益者となる輸出振興や財政・金融緩和とは必ずしも相容れ い側面 ある。当面の経済の難局を乗り越えなければ政権発足早々にその推進力 失速しかねない状況のもと、朴槿恵新政権は早くも難しい経済運営を迫られている。（おくだ
　
さとる／国内客員研究
員・亜細亜大学アジア研究所）
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